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研究成果の概要（和文）：成長期の子供を対象に骨量及び食生活習慣（栄養、活動強度、睡眠時間、ダイエット、体格
、初潮発来状況など）を縦断的に調査し、骨量増加に重要な要因の解明を目的とした。骨量は超音波式骨量測定装置で
右踵骨を測定した。
骨量の増加を従属変数とした重回帰分析の結果、男子は主にカルシウムや銅の摂取量、女子ではビタミンC摂取量と体
格指数（BMI）が骨量増加に重要な要因であると推定された。さらに学校給食が児童の骨量に影響するか検討した。学
校給食実施校の児童は、給食がない学校（弁当持参）の児童と比較して骨量が高かった（運動強度、BMI、睡眠時間で
調整後）。

研究成果の概要（英文）：The bone mass and lifestyle of Japanese growing children were investigated 
longitudinally. The aim of study was to search for the promotion factors of bone growth in children. The 
bone area ratio of the right calcaneus was evaluated by quantitative ultrasound. Multiple regression 
analysis demonstrated that calcium and copper were positive influential factors of bone growth for males. 
For females, vitamin C and BMI were positive influential factors of bone growth.
We also examined the effect of School Lunch on bone between elementary school children attending schools 
that do not enforce School Lunch (the box-lunch group), in which children bring box lunches from home, 
and those that enforce School Lunch (the school-lunch group).The study subjects were fourth grade 
students. The bone area ratios of children in the school-lunch group were higher than those of children 
in the box-lunch group. This tendency did not change even after adjustment for the confounding factors.

研究分野： 公衆栄養学、栄養教育学
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１．研究開始当初の背景 
超高齢社会となった日本では、介護が必要

となった主な原因として「骨折・転倒」によ
るものが増加している。今後も高齢化が進展
する我が国および欧米諸国で、骨粗鬆症によ
る骨折の予防は重要度を増している。最大骨
量は 20 歳前後までに獲得されるが、これを
10％高めることで生涯の骨折リスクを半減
できるという報告があり、老化による骨粗鬆
症および骨折予防には、成長期に骨量を最大
限高めておくことが最も有効な方法とされ
ている。 
最大骨量の決定因子は、双子を用いた研究

から 50％以上遺伝素因であると報告されて
いるが、食事や運動など改善可能な食生活習
慣も関与することが多数報告されている。し
かしながら、一貫した結論はまだ得られてい
ない。例えば成人を対象とした研究でカルシ
ウム摂取と骨密度の関係は、カルシウムと骨
密度の間に正の関連がある報告と無関係で
ある報告が混在する状況である。この原因と
して骨量と栄養素の研究は、横断研究による
報告がほとんどであるため、原因と結果の時
間的順序が不明瞭であることが挙げられる。
また対象者は閉経後の女性であることが多
く、すでに骨量が減少傾向にある状態で栄養
素との関係を見ている。さらに骨量は運動の
影響を大きく受けるが、栄養素と運動（活動
強度）について同時に考慮している報告がほ
とんどなかった。また欧米とアジアでは、カ
ルシウムの平均摂取レベルが異なるため単
純比較できない等の課題があった。 
また、日本の学校給食は世界的に見ても栄

養学的に優れていると考えられているが、子
供の骨量に対するエビデンスは知られてい
ない。 
 
２．研究の目的 
（１）成長期の子供を対象として、縦断的に
骨量増加に関与する因子を検証する。これま
でに最大骨量を過ぎた成人を対象とし、横断
的に骨量と食生活習慣の関連を研究した報
告は多数あるが、一貫した結論が得られてい
ない。そこで食生活習慣が骨量増加に反映す
ると考えられる最大骨量到達前の子供を数
年間追跡し、骨量増加量を従属変数とし、栄
養素摂取量や活動強度などを独立変数とし
た重回帰分析（ダミー変数も使用）を用いて
骨量増加に関与する因子を検証する。 
 
（２）さらに完全学校給食（牛乳あり）実施
小学校と学校給食なし（弁当持参）の小学校
で、各児童の骨量を食習慣、生活習慣を考慮
したうえで比較することにより、日本の学校
給食が、子供の骨形成に影響を及ぼしている
かを検証する。 
 
３．研究の方法 
（１）対象者は、H24～26 年度までに同意が
得られた延べ小学 3～6年生（1684 名）、中学

1～3 年生（1034 名）、および高校 1～2 年生
（613 名）であった。なお、小学 4 年生で給
食実施校は男子 193 名、女子 198 名、給食非
実施校は男子 322 名、女子 260 名であった。
調査期間は各年度ともに 6 月～7 月に実施し
た。 
 
（２）調査内容は、①定量的超音波法（Benus）
による右踵骨の骨梁面積率（％）の計測、②
簡易型自記式食事歴法質問票による習慣的
な食事調査、③現在および過去のダイエット、
運動クラブの状況および女子は初潮の時期
についての自記式質問票、④自記式活動記録
票を用いた 3日間（平日 2日、休日 1日）の
活動記録（習慣的な活動強度を算出）であり、 
身体計測値は直近の学校健診データを用い
た。 
 
（３）骨量増加因子検討のためのデータ解析
は、男女に区分して SPSS を用いて解析して
いるがまだ途上にある。小学生については小
学 3 年生～6 年生における骨梁面積率の増加
を従属変数として、身体計測値、主要栄養素
（たんぱく質、脂質、炭水化物、カリウム、
カルシウム、マグネシウム、リン、鉄、亜鉛、
ビタミン（A、B1、B2、B6、B12、C、D、E、K）、
ナイアシン、葉酸、食物繊維、食塩）、身体
活動レベル、睡眠時間、初潮の期間などを独
立変数とした重回帰分析を実施している。独
立変数は、最初に連続変数を重回帰式に投入
し、変数減少法で、有意でない変数（p≧0.05）
を除去し、次に除去された独立変数をカテゴ
リ化した変数（ダミー変数）を強制投入して
有意であれば、重回帰式に残し、有意でなけ
れば除去する。重回帰式における多重共線性
の確認は、独立変数の分散インフレ係数
（VIF）で確認し、VIF≧10 となる変数は除去
する。 
 
（４）学校給食実施と学校給食なし（弁当持
参）で分類した 2 つの小学校の 4～5 年生の
骨梁面積率は、男女別に平均骨梁面積率を算
出して比較している。さらに骨量に関連する
交絡因子（活動強度、BMI、睡眠時間）を共
分散分析により調整した後にも比較してい
る。 
 
４．研究成果 
（１）小学生における縦断調査 
平成 26 年度のデータは、解析中であるた

め、以下、平成 25 年度までの小学生のデー
タにおける知見を記載していく。 
①縦断的栄養素摂取量 
表 1 と 2 に男女別に小学 3 年生～6 年生ま

での平均栄養素摂取量を示した。脂質、カル
シウム、鉄については、男子が有意に高い摂
取量と推定されましたが、その他は有意な差
はなかった。特にカルシウムやビタミン B1

は平均値としても推定平均必要量を下回っ
ていたことから不足者の割合が多いと考え



られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②身長・体重の縦断的変化 
 小学 3 年生～6 年生における男女別の身
長・体重の経年変化を図 1～2 に示した。身
長は男女とも毎年有意な増加が見られ、体重
も同様に増加した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③骨梁面積率の縦断的変化 
小学 3 年生～6 年生における男女別の骨梁

面積率の経年変化を図 3に示した。男女間で
有意な差は見られなかったが、特に小学 5年
生から 6年生にかけては、女子の骨梁面積率
の増加が大きく見られた。これは男子よりも
女子で二次性徴が早く現れた結果と考えら
れた。 
 

 
④骨量増加因子検討 
 小学 3 年生～6 年生における骨量増加因子
の検討を男女別に重回帰分析を用いて検討
した。 
小学 3年生から 6年生まで追跡し、骨梁面

積率の増加量を従属変数とし、身長・体重の
伸びや平均栄養素摂取量を独立変数とした
結果、男子においては、栄養面で銅とカルシ
ウム摂取量が骨量にプラスの因子となるこ
とが示唆された。骨形成の材料となるために
カルシウムが必要であり、またコラーゲンの
正常な架橋形成に必要なリシル酸化酵素に
銅が必須とされているため、プラス因子とな
ったことが考えられる。また栄養素でない因
子としては、身長差が予測されたが、身長差
は第二次性徴と関連し、骨量とも正の関連が
見られた可能性が考えられた。 
一方、女子においては栄養面で、コラーゲ

ン合成に重要な働きをするビタミンCが骨量
にプラスの因子となった。また、栄養素でな
い因子として BMI が予測された。BMI が高い
方が骨に対する物理的な刺激も強くなると
考えられる。女児の中には BMI が低値の者が
おり、BMI の差が骨形成の差を生じた可能性
が考えられた。 
男子と比較して女子は、小学校高学年にな

ってくるとやせ願望が生じやすい傾向が見
られることから、骨形成の観点からも小学生
高学年からの栄養教育の重要性が示唆され
た。 
 
（２）骨量に対する学校給食の効果 
 H21～26 年度（予備調査含む）の小学 4 年
生において、完全給食実施校の児童の平均骨
梁面積率は、給食非実施校（弁当持参）の児
童と比較して特に女子で高値を示した。さら
に完全給食実施校と給食非実施校の児童で

図 3. 骨梁面積率の経時変化 

表 1. 三大栄養素、無機質の平均摂取状況 

表 2. ビタミン、食物繊維の平均摂取状況 

 

図 1. 身長の経時変化 

図 2. 体重の経時変化 



差が見られた BMI、身体活動レベル、睡眠時
間を調整後も、完全給食実施校の児童の骨梁
面積率が高値であった。 
通常の食事ではカルシウムが不足してし

まう日本人において、小学校で実施される学
校給食は、子供の骨成長にも寄与するという
重要な意義があることが示唆された。 
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